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Synopsis 
The provisional damage estimates based on the gigantic earthquake model along 

the Nankai trough shook the society. As a member of the Committee for this model, 
I am afraid that we should have examined the scientific validity of the model 
through serious discussion of the community of the earthquake science. We must 
recognize the limit inherent in the nature of earthquake and finite resources for 
observation. Peer review of earthquake hazard estimates by the community may be 
the way to recover reliability of earthquake science and ultimately contribute to 
disaster reduction. 
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1．はじめに 
 
	 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は，

死者・行方不明者計 18,559名（警察庁，2013年 5
月 10日）にのぼる，我が国の近代史上まれに見る

大災害であった．この災害の直後より，地震防災

関係の専門家などの発言として「想定外」という

言葉が飛び出し，社会から強い批判を受けること

となった（例えば，池内，2011）．このような事態

を受け，政府の中央防災会議はじめ関係組織・機

関は，「想定外」をなくすことを旗印に，これまで

の地震・津波対策全般の見直しを始めた（内閣府，

2011a）． 

	 筆者は，中央防災会議および地震調査研究推進

本部，あるいは日本地震学会などの複数の会議に

委員として参画し，議論に加わって来た．2 年を

経ていくつかの会議は終了し，答申あるいは中間

報告の形でその議論のまとめが世に出ている．中

でも，中央防災会議による南海トラフの最大クラ

スの地震による震度・津波高の想定結果は，社会

を大きく揺るがした（内閣府，2012a）．反響の大

きさに，改めてその責務の重大さを認識する一方，

大きな違和感が残ったことは否めない． 

	 本稿において，震災から 2 年を経過した現時点

で，この間の地震防災，特に筆者の専門分野であ

る地震科学にまつわる議論について振り返ってみ

たい．現在，国や学会など多くの組織やセクター

において，将来に向けた前向きな議論がなされて

いる．しかし，ともすればスピードを優先し，議

論を深めることができたかどうか，疑問が残る．

いくつかの方向性が示されたこの時点で，2 年間

の考察をまとめることにもそれなりの意義は有る

だろう．近年の科学技術社会論の議論なども援用

して，この違和感の元を探ってみたい． 
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２．南海トラフ巨大地震想定見直し 
 
	 東日本大震災の甚大な被害に鑑みて，中央防災会

議は2011年4月に「東北地方太平洋沖地震を教訓とし

た地震・津波対策に関する専門調査会」（以下，「教

訓調査会」）を設置し，地震・津波対策の総点検を開

始した．そして，6月26日には早くも中間とりまとめ

を行い，今後の津波対策の基本的考え方について提

言を行った（内閣府，2011a）．この内，本論の議論

において重要な「１．地震・津波想定のあり方につ

いて」全文を引用する（下線は，筆者加筆）． 

 

１．地震・津波の想定のあり方について 
（１）これまでの地震・津波防災対策では、過去に

繰り返し発生し，近い将来同様の地震が発生する可

能性が高く切迫性の高い地震・津波を想定してきた．

しかしながら，今般の東北地方太平洋沖地震はこの

想定を大きく上回り，甚大な被害を発生させた．今

後、地震・津波の想定を行うにあたっては，これま

での考え方を改め，津波堆積物調査などの科学的知

見をベースに，あらゆる可能性を考慮した最大クラ

スの巨大な地震・津波を検討していくべきである．

なお，一度想定した地震・津波についても，最新の

科学的知見を取り入れて適宜見直すことが不可欠で

ある． 

（２）上記の考え方に基づき，今後，各地域ごとに

地震・津波の想定を早急に検討すべきである．今回

の被災地の対策を講ずるにあたっては，今般の東北

地方太平洋沖地震を基本とする． 
 

この中間取りまとめの提言に沿って，中央防災

会議は 2003年に発表した東南海・南海地震による
被害想定（内閣府，2003）の見直しを，2011 年 8

月に着手した．「南海トラフの巨大地震モデル検討

会」（以下，「モデル検討会」）が，この任に当たっ

ている． 

この見直しにおいては，まず津波堆積物調査や

新たに収集された史料等，最近の科学的知見を集

積し，南海トラフにおいてこれまで考えられてい

たよりも規模の大きい地震・津波が発生した可能

性を検討した．この過程において，主として津波

堆積物調査結果に基づいて，約 2000 年前に 1707
年宝永地震を上回る規模の地震津波が発生した可

能性を認め，内閣府（2003）による既往最大地震

の規模を上回る地震を考えるべきであることが確

認された．続いて，震源域を設定するために，海

底地形，フィリピン海プレートの形状，地下構造，

低周波地震・微動の発生状況等を検討した．特に，

東北地方太平洋沖地震においては，海溝軸近傍の

プレート境界面浅部まで極めて大きいすべりが生

じたことが推定されていることから（例えば，国

土地理院，2012；Iinuma et al., 2012），南側の境界

は南海トラフのトラフ軸とした．四国・紀伊半島

下のプレート境界面深部では，低周波地震が発生

していることから，カップリングは０ではなくひ

ずみ蓄積がなされていると考え，北側の境界を低

周波地震の分布の北限とした．東側の境界は，地

体構造を考慮して，駿河湾奥の富士川断層付近と

した．西側の境界は，沈み込むフィリピン海プレ

ートの構造に変化がある，日向灘沖の九州−パラオ

海嶺が沈み込む付近とした（Fig.1）． 

 
Fig.1 Provisional source model of the maximum-sized 
Nankai trough earthquake by the Cabinet Office 

(2011b). Gray area delineated by thick black line is 
the source area of the strong ground motion and 

tsunami. Pink area is zone of large and huge slip zone 

added for the calculation of tsunami. Yellow lines are 
the boundaries of the previous source model by 

Cabinet Office (2003).  

 

Fig.2 Distribution of calculated intensity for 

maximum-sized Nankai trough earthquake (Cabinet 

Office, 2012b). The highest intensity at each point 
among those for 4 models with different distribution 

of strong motion generation areas and that calculated 

with the empirical relationship is selected. 
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Fig.3 Assumed slip distribution for the calculation of 

tsunami height: Case 3 by Cabinet Office (2012b). 

Large (green to yellow) and huge (orange) slip zones 
are assumed off the Kii channel on the shallow portion 

of the plate interface.  

 

 

Fig.4 Distribution of calculated tsunami height at the 
high tide for maximum-sized Nankai trough 

earthquake in Fig. 3 (Case 3) (Cabinet Office, 2012b). 

 

 

Fig.5 Distribution of calculated arrival time of the 1 m 
high tsunami in Case 3 (Cabinet Office, 2012b). 

 

 

この震源断層面上に強震動生成域を配置し，強震

動を計算した．基本的には内閣府（2003）の手法
を踏襲し，最新の地盤構造データや地下構造モデ

ルを用いた．強震動の計算には，強震動生成域の

分布を仮定しなければならない．内閣府（2012a）
では，内閣府（2003）の強震動生成域の分布パタ

ーンに倣ったモデルを基本モデルとし，これを

東・西・北側へ移動させた 3 つのモデルの，合計
4 モデルについて強震動計算を行った．さらに，

Fig.1の強震動震源域と観測点の距離を用いて，距
離減衰式を用いた経験的手法により震度を推定し

た．結局，4 モデルによる強震動計算と経験的手

法による 1 ケースの，合計 5 つの震度分布の推計
結果の内最大値を各地点の震度として，１枚の地

図にまとめた（Fig.2）．この結果，東海地方から

九州に至る太平洋岸に震度 6 強〜7 の強い揺れが
予想されている． 

一方，津波に関しては，前述のとおりトラフ軸

に近いプレート境界浅部に大きなすべりが起きる

ことを仮定して，計算を行っている．ただし，駿

河湾から日向灘にいたる全域で大きなすべりが生

じることは仮定せず，５つの領域に分割し，それ

ぞれが大きくすべるケース，２つの領域が同時に

大きくすべるケース，さらに分岐断層が同時にす

べるケースの全 11 ケースについて津波高および

浸水域を計算した．Fig.3には，近畿地方に最も高
い津波をもたらす紀伊水道沖に大すべり域がある

ケース（ケース 3）のすべり分布を示す．Fig.4は

沿岸での津波高分布である．紀伊半島から四国の

太平洋岸に 10m，一部では 20m以上の大津波が予

想される．また，Fig.5は 1ｍの波高の津波の到達

時刻の分布を示す．駿河湾沿岸，紀伊半島南部お

よび四国南部では，10 分以内に 1m の波高に達す

ると予想される．なお，四国沖に大すべり域があ

るケースなど，場合によっては最大 30mを越える

ことも予想されている． 

 
３．生じた疑問 
 
筆者は，2011年 8月から始まった断層モデルの

検討はじめ，いくつかの関係する会議に参加して

来た．大震災直後の異常な状況の中では早急に対

策を打ち出すことが必然のように捉えられたが，

時間を経て振り返ってみるといくつかの疑問が生

じる．いくつか指摘してみたい． 
まず，「最大クラスの地震」の定義がある．そも

そも「最大クラスの地震」とは，どのような地震

なのだろうか？過去に起きた地震の中で最大のも
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のを指すのか？それとも，南海トラフに理論的に

蓄積可能なひずみエネルギーを一気に解放する地

震なのだろうか？ 

ついで，モデルの科学的妥当性（藤垣，2003）

がある．これをどのように担保するか？できるの

か？公表直後には地元自治体の首長による「科学

的根拠を示せ」といった発言もあった． 

では，そもそも「科学」あるいは「科学的」と

はどういうこと・状態を示すのだろうか．また，

教訓専門調査会の答申にあるように，「あらゆる可

能性を考慮する」ことは可能なのか？モデル検討

会の報告に記載されたモデルは，強震動について

は５，津波については 11にすぎない．これで「あ
らゆる可能性を考慮」したといえるだろうか？根

源的な疑問も湧いて来た． 

一方，行政から最大クラスの地震の発生確率を

求める声もあり，研究者の一人として戸惑いを隠

せない．地震調査委員会長期評価部会海溝型分科

会の結論は，「最大クラス」の地震について定量的

な評価は困難，というものであった（地震調査委

員会，2013）．これまで起きていない地震の評価は
できない，ということである．しかし，2013 年 5

月 28 日に公表された中央防災会議（2013a）の最

終報告では，今後の検討事項として「最大クラス

の発生確率」が挙げられている． 

残念ながら，これらの問題は，現在の我が国の

地震科学コミュニティでは未だ議論されていない．

このような言説を，コミュニティでの議論を経ず

して，防災の現場に適用することに躊躇するのは

著者一人ではないだろう．「越えてはならない一線

を踏み越えた」のではないか，という懸念がある．

でも，なぜこのように地震科学の議論に防災施策

が先行する状況になったのか？そこには，何か大

きな問題が隠れているに違いない． 
とはいえ，その前に，現状の地震科学の限界は

どこにあるのか，検討してみよう． 

 
４．地震科学の限界 
 

	 科学の限界については，20世紀の半ばから議論
されている（例えば，ホーガン，1996；高橋，2008）．

地震科学は，現象の特質 —低頻度かつ長時間スケ
ール— に由来する限界を有する．これは裏返せば，

統計的な扱いが極めて困難，と言うことである．

すなわち，確率密度関数を推定することが困難で

ある．また，いかなる予測にしても，それを検証

するのに長い時間を要する．したがって，地震発

生予測を社会に適用するとしても，検証ができな

い手段を使わざるを得ない，ということを認識す

る必要がある．また，現在の地震科学は物理的な

観測データに依拠している．物理的な観測データ

の蓄積は，100年に満たない．歴史史料ですら 1500

年程度の期間の記録しか無い．津波堆積物も 5000
年程度の期間の記録である．津波堆積物調査など

により，過去の歴史を掘り起こすことは，重要で

あるが，その精度・密度は現在の物理観測の結果

と到底比肩しえない． 

	 研究の進展に伴って，数値シミュレーションに

より地震や関連する現象を理解する試みが盛んに

なされ，脚光を浴びている．天気予報と同じよう

に，将来地震の数値予報に結びつくと言う期待が

ある．しかし，地震は破壊という非線形の現象で

あり，さらに動的・静的な相互作用も無視できな

い．このような地震現象を支配する非線形性に基

づいて，地震の発生予測不可能性を主張する議論

も多い（例えば，ゲラー，2012）．これに対しては，
大地震はいわゆる「固有地震」あるいは「時間予

測モデル」的な振る舞いをするため，予測は可能

であるとする反論も強い（例えば，島崎・長浜，

1995）． 

	 地震発生物理の原理的な問題以上に重要な観点

は，有限密度かつ地表近傍限定の観測網の制約か

ら，地殻及びマントル内で発生している現象を，

高空間・時間分解能で捉えることができない，と

いう点である．現時点で世界でも最高の空間分解

能を有する連続観測網 Hinet，GEONET を持って

しても，地表面で 10〜20km 以下のスケールの現
象を捉えることはできない．空間分解能に関して

は SARが飛び抜けて高いが，時間分解能が格段に

劣る．地下深部については，現時点での最深の観

測点は約 3kmであり，通常の地震が発生する深さ

にまで達していない．このため，地下深くでは，

さらに分解能が落ちる．もちろん，海域の観測網

は，陸域の観測網に遠く及ばない．一方，非線形

力学の教えるところは，決定論的予測のためには

無限小の時間空間間隔で物理量に関する情報が必

要である（なお，ここでいう「決定論」は，ラプ

ラスのいう「ある瞬間に宇宙のすべての原子の位

置と速度を知ることができれば，未来永劫にわた

って宇宙がどうなるかを知ることができる」（高橋，

2008）というものをいう）．したがって，前述のよ

うな数値モデルに取り込んで決定論的予測を行う

ためには，決定的に情報が不足していることは容

易に理解できる． 

	 筆者はさらに，財政的限界というもう一つの限

界が迫っている，と考える．Fig.6 に我が国の歳
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入・歳出の経年変化を示す（財務省主計局，2012）．

平成元年度（1989年度）あたりから，税収が落ち
込む一方，歳出が増え続けている．その結果，平

成 25 年度では約 1000 兆円に迫る国債発行残高が

残っている．一方で，高齢化の進行とともに，社

会保障費も増えている．このため，社会保障費と

国債費が支出に占める割合が高くなり，政策的経

費が圧迫されているという財政状況である．前述

のように現在の観測網が地表面近傍に限定されて

おり，さらに震源域にまで達する観測網を展開す

ることが期待される．しかし，筆者が約 20年前に

科学技術庁に在籍したころは，深度約 3kmの観測

点の設置に要する費用は 1カ所 10億円程度であっ
た（現時点での予算に関する詳細な情報は，地震

調査研究推進本部などでは公開されていないので，

正確なところはわからない．）地震発生域にまで達

するような観測技術は未だ開発されておらず，そ

の費用は莫大なものとなると予想される．ドイツ

の KTB は深度約 9,000m まで達したが，費用は

52,800万マルク（1994年ころの円換算で 422億円）

で あ っ た （ 深 掘 技 術 分 科 会 ，

http://www.japt.org/html/iinkai/drilling/seikabutu/fuk

aboriiin/fukabori.html）．現在の技術であれば，もっ

と安価に掘削できると思われるが，高温に耐える

センサーの開発など，多くの技術的困難が立ちは

だかっている．Hinetと同程度の空間的密度を有す
る「超深度観測網」と呼べるようなものを手に入

れるためには，1 兆円を越える予算と人・時間な

どの多くの資源を投入することが不可欠だ．ちな

みに，平成 25 年度の文部科学省の総予算額は 5

兆 3558億円で，このうち地震・津波関係の予算は

34 億円である（文部科学省，2013）．現在の予算
規模を考えると，短期間で現状の地表面近傍の観

測網を越えるものは期待できないであろう．観測

網の高度化が不可能であるならば，地震科学研究

者は現状の手段で言える限界を示す必要がある．

そして，この限界の認識をコミュニティ内外で共

有した上で，防災・減災への貢献を考えるべきで

あろう． 

	 フラー(1997)によれば，「科学の強みは科学が排
除する誤りにあるのであって，科学が確立する真

理にあるのではない」のだそうである．地震科学

は，その内在する限界から，真理を示すことは困

難であり，示される最適解は大きな不確定性を持

つ．だとすると，地震科学研究者は，真理を示す

ことではなく，誤りを排除することを優先すべき

である． 

 

 
Fig.6 Annual variation in revenue (blue), expenditure 
(red) and issue amount of national bond (bar graph) 

during FY1975 - FY2012 (Ministry of Finance, 2012). 

 
５．南海トラフ巨大地震モデルの科学的妥当

性	 

	 

	 藤垣（2003）は，科学的知見に対する妥当性に

対して，科学コミュニティと社会との間に乖離が

有ることを示した．それぞれ「科学的妥当性」，「社

会的妥当性」と呼び，時と場合によって，そのハ

ードルの相対的な高さが異なることを示している． 
	 では，南海トラフの巨大地震モデルに科学的妥

当性はあるのだろうか？少なくとも，現時点にお

いては科学コミュニティにおける議論が全く不十

分であり，科学的妥当性を判断できない．とはい

え，いくつかの論点を提示しておくことは意義が

あると考える． 

	 地震科学が経験科学であることから，過去に発

生例があるかどうか，が論点となる．これまでの

南海トラフ沿いで最大の地震としては，1707年宝

永地震とされている．今回の想定では，２章で述

べたように，津波堆積物の調査から約 2000年前に
大きな地震が発生した可能性がある．しかし，今

回のモデルによる津波は，これらの津波高を越え

るものであり，過去の発生例は認められていない．

だからといって将来発生しない，とは言えない．

経験的帰納主義はうまくいかないのは，科学哲学

の教えるところである（森田，2010）． 

	 反証主義の観点から考えてみよう．反証主義で

は，反証する手段を提示することが求められる（森

田，2010）．高い津波の発生は，トラフ軸付近のプ

レート境界浅部での大すべりによるもたらされる．

では，南海トラフで，このような大きいすべりは

発生しないのか？何を突き止めれば，発生しない

と言えるか？よく言われるのが，海底地殻変動観

測により，プレート境界浅部にひずみが蓄積され

ているかどうか，確認することが必須とされる．

では，東北地方太平洋沖地震でのプレート境界浅
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部の大きいすべりは，いかにして発生したのか？

これについては，マスター・アスペリティ・モデ

ル（Kato and Yoshida, 2011），階層型アスペリテ

ィ・モデル（Hori and Miyazaki, 2011），破壊のオ

ーバーシュート（Ide et al, 2011），摩擦熱による間
隙圧上昇（Mitsui and Iio, 2011）などいくつもの提

案がある．この内，オーバーシュートの場合，プ

レート境界でのひずみ蓄積は必ずしも必要でない．

もしオーバーシュートのモデルが否定できなけれ

ば，いくらひずみの蓄積を計測したところで，プ

レート境界浅部での大すべりの可能性を否定でき

ない． 

	 では，このモデルが最大と言えるか，という論

点はどうか？内閣府（2011b）では，西端の境界を

日向灘の構造不均質に求めた．しかし，Miyagi et 

al.(2009)は，2007 年ソロモン諸島の地震では，破
壊が構造不均質（沈み込んだ海嶺）を乗り越えた

ことを示した．したがって，南海トラフで始まっ

た破壊が，日向灘の構造不均質を乗り越えて琉球

海溝へ伝わる可能性は残る． 

	 以上，例として３つの論点を示した．もちろん，

内閣府（2011b）の「最大クラス」の地震は起こら

ないという論拠もあり得るだろう（例えば，深部

低周波地震発生域を震源域に含むことの可否な

ど）．いずれにせよ，現在の科学的知見では，内閣

府（2011b）のような地震の発生可能性を排除する
ことはできず，さらに琉球海溝まで破壊が及ぶ，

より大きい地震の発生可能性すら排除できない． 

	 上記の議論に鑑みて，「教訓委員会」の提言はど

う評価されるだろうか？内閣府（2012a,b）で取り

上げられたモデルは，強震動 5 ケース，津波 11

ケースに過ぎない．これならば，「あらゆる可能性」

を考慮したとせず，「東北地方太平洋沖地震と同様

な地震が，もし南海トラフで起きた場合の強震動

と津波を評価した」，とすべきであった．もし，地

震科学に対する信頼を回復するために，このよう

な表現を入れざるを得なかったとしたら，これは

地震科学にとって極めて危険な行為である． 

 

６．地震科学者は防災・減災にどのように向

き合うべきか？ 
 
６．１	 科学的妥当性と社会的妥当性	 

	 「科学的妥当性」に関して大きな問題は，科学

の最先端（藤垣（2003）や平川（2010）では「作
動中の科学」）においては，「科学的妥当性」は時

とともに揺らぎ，その境界が定まるまでに相当の

時間を要することである．一方で，行政はじめ社

会には，科学は常に正解を与えてくれるものとの

誤解がある．この誤解は，「技術官僚モデル」（藤

垣，2003）あるいは「完全無欠幻想」（平川，2010）

と呼ばれている．地震科学の現状に照らして考え

てみると，上記の誤解は極めて危険である．石橋

（2011）も警鐘を鳴らしている． 

	 地震科学は経験科学であり，長期間の観測・調

査データに基づいて，その得られた知見の妥当性

を定めていく．大地震が低頻度の現象であるため，

データ蓄積速度は人間社会の変化の速度に比べて

極めて遅く，限られた歴史の中では未経験の現象

もありうる．東北地方太平洋沖地震はその端的な

例である．また，実験室内での制御実験が不可能

であり，地域の特性の影響が大きく，限られた数

の大地震で得られた知見を普遍化することは危険

ですらある．すなわち，地震科学においては「科

学的妥当性」は簡単には確立しない．ましてや，

政府の委員会が「科学的妥当性」を決めることは

あり得ない． 

	 「防災施策が地震科学の議論に先行する」とい

う状況は，これまでも同様な過程を経て積み上げ

られて来たものではないか，と筆者は考える．す

なわち，地震科学は，これまでも防災が最優先さ

れることで，「社会的妥当性」に「科学的妥当性」

を合わせることを強いられて来た，ないしは，合

わせて来た，のではないだろうか？その端的な例

が，大規模地震対策特別措置法に伴う「東海地震

の予知体制」であろう．茂木(1996)は，当時の最

前線の研究者が慎重な意見を述べているのに対し

て，政府側の積極的な答弁があり，その結果法律

の成立が決定的になった経緯を示している．まさ

に「社会的妥当性」に「科学的妥当性」を合わせ

た例と言える．1995年阪神・淡路大震災後始めら

れた地震調査研究推進本部による長期評価も，同

様な文脈で捉えられるだろう． 

	 「防災への貢献」という言葉の前では，「科学的

妥当性」は吹き飛んでしまうのかもしれない．前

記のように，地震科学の知見の「科学的妥当性」

を定めるためには長い時間を要するが，社会は待

ってくれない．そこに地震科学研究者の深い悩み

がある．しかし，ダイソン（1997）は，「イデオロ

ギーに推し進められた科学技術は失敗する」と述

べている．外的な（特に政治的な）要因により，

科学技術が推し進められる時に，惨めな失敗に終

わることをダイソンは指摘している． 
	 地震科学も他の科学と同列に，国から予算を獲

得し，研究を進めている．その学術分野の特性か

ら企業における研究開発になじまないため，公的
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な予算に多くを依存する．予算要求に際しては，

その時点までの達成点を高らかに謳いつつも，至

らない点・不足する点を指摘し，希望的な未来像

を示すことができて，ようやく予算を獲得するこ

とができる．決まった期間で実施するプロジェク

ト研究では，さらにこの傾向が強いであろう．ま

た，時として政治的な背景から大きなプロジェク

トが始まることもある．予算要求は官僚が中心的

に行う仕事であるため，前述の官僚の科学に対す

る「完全無欠幻想」と融合した時に，「イデオロギ

ーに推進された」状況が出現することを危惧する．

我々は，科学史的ないしは社会学的な観点からこ

れまでの地震科学の歩みを点検し，その結果を受

けて，改めて防災と向き合うべきであっただろう．

今からでも，決して遅くはない． 

	 地球温暖化問題を議論している IPCC は，アメ
リカ国内の反規制派の科学者からの批判に応える

ために，苦労しているという（オレスケス・コン

ウェイ，2010）．しかし，IPCC は，国際的なピア

レビューをすることで，科学としての正当性を保

とうとしている点で優れているとする．科学が培

って来たこの仕組みを，南海トラフの巨大地震モ

デルなどの施策に適用してはどうか？ 

	 残念ながら，南海トラフの巨大地震モデル検討

会の中間取りまとめ（内閣府，2011b）以降，この

検討会の報告を俎上に挙げた研究発表は少ない

（例えば，宮腰・他，2012）．蓬田（2012）は，地

震学会において，政府の委員会が提出した報告等

について，議論する場を設けるべき，と主張して

いる．もっと多くの研究者が自身の問題として捉

える必要がある．一握りの「権威」の言説を放置

するのではなく，コミュニティの広範な議論によ

り，誤りを排除するという観点からチェックする

ことが，地震科学の信頼を回復し，長い目で見て

防災・減災に貢献することと考える． 

 

６．２	 科学者の政策決定への参加のあり方	 

	 この２年間に筆者が参加した会議における検討

結果は，今後の地震防災の在り方を大きく左右す

るものとなった．特に，「南海トラフ沿いの大規模

地震の予測可能性調査部会」においては，5 名の

地震研究者とともに議論を進め，「決定論的な予測

は困難」という結論に至った（ここでいう「決定

論的な予測」は，「ある現象が観測された場合，確

実に地震が発生するという前提で予測する」こと

をいう）．2013年 5月 28日に公表された報告（内

閣府，2013b）は，大きな反響を呼び，新聞各紙も

大規模地震対策特別措置法の改廃について言及す

る事態となった（例えば，産經新聞，2013；日本

経済新聞，2013）．学会などでは，地震の決定論的
な予測に対して否定的な見解は多数示されて来た．

しかし，科学者の意見表明と国の報告書では，メ

ディアの扱いが全く異なり，あらためて政府の報

告のインパクトの大きさを認識している． 

	 事務サイドの尽力には敬意を表しつつも，果た

して我々6 名の議論に基づいて大きな政策決定が
なされることが妥当かどうか，という点が懸念と

して残る．審議会や私的諮問機関の在り方は，か

ねてから問題視されている（西川，2007）．委員の

選任・兼任の問題（特に下部の委員会等），透明性・

公開性，答申の法的拘束力などが問題とされてい

る．実際，筆者を含む 6 名の研究者は，原子力規

制委員会の活断層専門家のように学会から推薦さ

れたのでなく，事務局からの依頼を受け参加し，

議論を行って来た．他の委員会の委員も同様であ

る．すなわち，委員選定にあたって透明性の問題

があり，そのため議論の結果の正当性にも疑義が

生じる． 

	 上記調査部会の検討結果も，未だコミュニティ

の議論を経たものではない．2009年イタリア・ラ

クイア地震を受け，イタリア政府が設けた「市民

防護のための地震予測に関する国際委員会」の報

告 書 （ International Commission on Earthquake 

Forecasting, 2011）などを参考に議論が進められた
が，6 名の科学者の見解，と限定的に捉えること

もできる．やはり科学コミュニティによる広範な

議論に基づいて，「科学的妥当性」を評価すること

が不可欠だ．その結果を踏まえて，政策決定がな

されることが望ましい． 

	 一方，最近の会議では，事務局もしっかりと議

事録を残すよう努力されていることは評価したい．

ただし，発言者の氏名は伏せて，しかも会議終了

からかなりの期間が経過してから公開されると聞

いている．なお，予測可能性調査部会は例外的に，

委員の間の議論により，発言者の氏名も公開する

こととした．一方，地震調査委員会関係の会議議

事録は，ほとんど公開されていない．これでいい

のだろうか？ 
	 ウルリヒ・ベック（1984）は，科学の「サブ政

治化」という言葉で，科学に関する重要な決定が

民主的手続きを経ずに行われることに対して警鐘

を鳴らしている．平川（2010）や松本（2012）ら

も異口同音に，科学技術のガバナンスの問題を取

り上げ，開かれた意思決定のシステムを提案して

いる．地震科学も，これらの社会科学や科学技術

社会論の知見に耳を傾けるべき時が来ていると考
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える． 

 

７．おわりに	 

	 

	 東日本大震災から２年間，政府は矢継ぎ早に今

後の防災対策に関する方針を打ち出している．筆

者もこれに関する議論に専門家の一人として参加

した経験に基づいて，問題点を指摘した．まとめ

ると， 

1)地震発生予測には，限界がある． 
2)「南海トラフの最大クラスの地震」の科学的妥

当性は不確定である．また，地震科学コミュニテ

ィの議論も不足している． 
3)地震科学は「社会的妥当性」に「科学的妥当性」

を合わせて来た歴史がある． 

4)専門家として政府の政策決定に参加するにあた
って，正当性に懸念がある．  

	 このため，今後地震科学コミュニティとして成

すべきこととして， 

5)誤りを排除することを優先する． 

6)政府の施策に関して，広範なピアレビュー 
7)開かれた意思決定のシステムの導入 

を提案した．小文が，地震科学と防災のあり方に

ついて議論の活性化を促すことになれば，幸いで

ある． 
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